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ケーブルテレビ減免判定フローチャート

世帯員全員が70歳以上である。

世帯員全員が市町村民税非課税である。

減免を受けようとする建物に契約(加入)者が居住しており、

かつその者が属する世帯の世帯員のいずれもが税法上、他の世帯から扶養を受けていない(扶養親族ではない)。

全額免除

世帯員のいずれかが障がい者手帳を所持している、あるいは重度の知的障がい者と判定されてい

契約者世帯が生活保護を受けている。

世帯主が契約(加入)者であり、かつ世帯主が以下のいずれかに該当する。

①聴覚あるいは視覚障がいにより、身体障がい者手帳を所持している。

②身体障がい者手帳１級・２級、あるいは精神障がい者手帳１級を所持している。

③重度の知的障がい者と判定されている(療育手帳Ａ１,Ａ２相当)。

半額免除 免除対象外

【CATV減免判定上での世帯の考え方】
住民票上別世帯であっても、生計同一世帯およびテレビ契約が同一の世帯は同一世帯としてみなします。

例）
・同一住所、同一住居、同一契約
・同一住所、別住居(本家・隠居)、同一契約

【扶養親族の考え方】
住民票上別世帯の被扶養者であり、かつその扶養者が課税者の場合、被扶養者は扶養親族としてみな

します。
一方で、別世帯の被扶養者であったとしても、その扶養者が非課税者の場合、扶養控除の適用外とな

るため、扶養親族とは見なさない。

フローチャートの結果はあくまで参考程度とお考え下さい。

減免判定時の世帯状況等により必ずしもフローチャートど

おりの結果とは限りません。


